
【施策番号　Ⅱ－２－１１】

１ 施策の概要（ＰＬＡＮ）

(６)施策を推進していく場合の課題

・日中活動系サービスの充実やグループホーム等の整備を継続し、地域生活移行及び地域生活の定着支援を推進する。
・「地域の縁がわ」の普及にあたっては、公民館や介護保険事業所、民家や空き店舗などの既存の施設を活用していく。また、把
握できていない「地域の縁がわ」もあるため、改めて設置状況を調査して掘り起こしを行う。
・発達障がい児の早期発見・早期発達支援の充実やライフステージに応じた支援体制の充実を図る。
・「自殺対策行動計画」に基づき、県、市町村、関係機関・団体による総合的な自殺対策を推進する。
・障がい者が地域で安心して暮らせるよう、障がい者条例の県民への周知を図り、円滑な運用を図る。

４ 今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

・地域生活のためのサービスの充実について、福祉サービスの地域間格差（数）の解消が求められる。
・発達障がい者が身近な地域で適切な支援が受けられる体制の整備や支援に携わる人材育成が必要である。自殺対策について、自
殺予防のための行動に繋がるような県民への普及啓発及び市町村等の自主的な取組みの推進が必要である。
・障がい者の権利擁護について、社会的障壁除去のための合理的配慮などについて、いかに県民に周知を図るかが課題である。

175,999障がい者福祉施設整備費

精神障害者地域移行支援特別対策
事業（退院促進）

・地域生活のためのサービスについて、目標値を達成し、充実化が図られたが、工賃水準は、景気悪化に伴う下請関連施設等の受
注減少等の影響もあり、目標工賃月額（23年度までに20,000円）には届いていない。
・発達障がいの早期発見・早期療育について、各市町村で取組みが充実してきたが、療育体制が十分でない。また、自殺対策につ
いては、各種研修会の開催等による相談体制の充実化、市町村における自殺予防に関する普及啓発や人材養成等が進んだ。
・障がい者の権利擁護については、23年６月議会で障がい者条例を制定した。

(5)施策の進捗に関する総合評価

【①地域生活のためのサービスの充実】
・第4期障がい者計画に基づき、地域生活に必要なグループホーム等の更なる整備や、日中活動系サービスの充実を図るととも
に、重症心身障害児（者）通園事業の拡充など障がい者の家族の負担軽減に向けた取組みを進める。
・工賃アップ推進計画の最終年度として、目標工賃月額に向け、共同受注、生産システムの構築等の取組みを行う。
・「地域の縁がわ」での地域住民との交流拡大、「地域ふれあいホーム」の普及を進める。
【②発達障がい者の支援の充実や自殺予防対策の推進】
・早期発見・早期支援体制を更に充実するとともに、ペアレントメンターの養成等により相談機能の充実を図る。また、市町村や
二次圏域での相談・療育体制（児童デイサービス等）の充実を図る。
・「自殺対策行動計画」に基づき、自殺予防の普及啓発、各種研修会の開催、相談支援に当たる人材養成を進め、併せて市町村等
の自主的な取組みを促進する。
【③障がい者の権利擁護の推進】
・共生社会の実現に寄与するための「障害のある人もない人も共に生きる熊本づくり条例」（以下「障がい者条例」）について、
制定及び24年4月1日からの全面施行に向けた県民への周知や相談体制の整備等に取り組む。
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【①地域生活のためのサービスの充実】
・地域生活に必要な日中活動系サービスは、定員ベースで前年度比208人増加し、充実が図られた。
・県庁、地域振興局等での展示商談会や大型商業施設での販売会を開催。また、支援施設の管理職や職員を対象に研修会を開催す
るなどにより、工賃アップに向けた周知・理解が進んだ。
・「地域の縁がわ」について、6個所の整備補助、14個所の農業を活用した交流活動への補助、相談窓口の設置、県内11個所で
の情報交換会開催を実施。累計で221個所となり、地域の拠点の熊本モデルとして全国に発信し、高い評価を受けた。
【②発達障がい者の支援の充実や自殺予防対策の推進】
・早期発見・早期支援では、乳幼児健診実施者等を対象にした気づきや対応の研修、医師等に対象にした研究会を開催し、資質の
向上を図った。また、県発達障害者支援センターで当事者や家族等からの相談に対応し、件数が1,701件に達した。
・今後の自殺対策の指針となる「自殺対策行動計画」を策定した。また、相談スタッフ（県、市町村、民間）の研修、多重債務相
談会への臨床心理士の派遣等により、各相談窓口の体制の充実が図られた。さらには、地域自殺対策緊急強化基金を活用した補助
事業により、自殺対策に取り組む市町村が5市町から25市町村に増加し、地域における自殺対策が進んだ。
【③障がい者の権利擁護の推進】
・「障がい者への差別をなくす条例検討委員会」での検討を踏まえ、素案を策定。県民、事業者、市町村との意見交換を行ったう
えで、素案の整理を行い、条例制定に向けた23年4月のパブリックコメント開始に繋げた。
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住み慣れた地域で安心して暮らすことができる社会
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３ 施策の評価（ＣＨＥＣＫ）

策定時 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 目標値の説明

(１)指標の推移
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(４)取組みの概要

2,096くまもと障害者プラン推進事業 1,572

●障がいのある人もない人もともに社会の構成員として、生き生きとした生活
を送ることができる「ともに生きる社会」の実現をめざす。

●生活介護、就労支援等の日中活動系サービスやグループホーム等の整備は十
分ではない。また、「地域の縁がわ」もまだ不足している。
●平成21年度の平均工賃月額は13,451円で計画目標（16,000円)を下回っ
ている。
●発達障がいに関する専門的な人材が不足しており、支援体制の整備も十分で
ない。
●自殺者数が13年連続で400人を超えており、自殺死亡率も全国平均を上回
り、高止まりしている状況にある。
●障がい者があらゆる分野において社会から分け隔てられることなく社会生活
が営めるように、差別をなくす施策や救済する仕組みに取り組むことが求めら
れる。

【①地域生活のためのサービスの充実】
・生活介護、就労支援等の日中活動系サービ
スやグループホーム等の充実を図る。また、
地域の誰もが気軽に集い、支え合う「地域の
縁がわづくり」の推進を図る。
・障がい者の自立した生活を支援するため、
製品の販路拡大や職域の拡大を図り、計画的
に工賃水準の向上を図る。

【②発達障がい者の支援の充実や自殺予
防対策の推進】
・発達障がいの早期発見や専門的な支援を行
う人材の育成など障害特性に応じた適切な支
援体制の整備を図る。
・自殺予防のための普及啓発、相談体制の充
実や関係機関の連携等に取り組む。

【③障がい者の権利擁護の推進】
・障がい者等に対する意識上の障壁、制度上
の障壁、物理的な障壁を除去する「やさしい
まちづくり」を進めるとともに、障がいのあ
る人もない人も共に安心して暮らすことので
きる共生社会を目指し条例制定の取り組みを
進める。
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●障がい者が地域で安心して暮らしていくため、日中活動系サービスやグルー
プホーム、「地域の縁がわ」等の整備が求められてきている。
●工賃アップ推進計画に基づく工賃水準の計画的な向上を図っているが、景気
低迷等により達成が厳しくなっている。
●発達障がい者に対する支援が求められている。
●平成22年の自殺者数は471人（県警資料）で、13年連続で400人を超え
る状況が続いている。また、自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）は
25.9人となっており、全国平均24.9人を上回っている。
●障がい者に対する偏見・差別が依然として残っている。

２ 施策の主な構成事業（ＤＯ）

平成２３年度事業／当初予算（千円）

1. 就労継続支援をはじめとする新規事業者等の増加により、必要見込み量（目標）を上回り、供給体制が充実した。
2. 受入条件が整えば退院可能な精神障がい者に係る目標数の625名のうち559名が退院し、地域移行が徐々に進んでいる。
3. 地域の縁がわづくりを推進した結果、個所数で前年比10％以上増加した。
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